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１ はじめに

今日，経済のグローバル化が進み，輸送費や

通信費の低減を背景に，モノの流れが国際間で

加速している。さらにモノにとどまらず，サー

ビス，金融，資本や企業，人も国境を越えて活

発に移動している。企業は海外直接投資を積極

的に進め，国境を越えた生産拠点や販売拠点が

広がっている。フラグメンテーションのように

生産工程を国際間で分業したり，海外アウト

ソーシングのように生産工程の一部を国外の別

の企業に委託するようになっている。さらには

タスクレベル（会計業務や調達業務といった特

定の事務業務など）においても国際間で分業す

るようになってきた。この一連の国際間分業の

動きは「第二のアンバンダリング」とも呼ば

れ，生産工程の分業を進め生産効率を上げてい

る。

このような流れの中で，グローバリゼーショ

ンは世界経済にプラスとなってきたと言われて

いる。しかし，今日の世界を見ると，負の側面

も目立ってきている。例えば，環境問題であ

る。近年の環境問題にはいくつかの特徴があ
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る。第一に環境問題のグローバル化である。通

常，ミクロ経済学の入門的な教科書では汚染は

外部不経済の一例として登場する。そこでは，

排出者と被害者が特定でき，どのような損害を

受けたかということも分かるという前提のも

と，政府や当事者間が解決する際の方法論が検

討されている。しかし，今日の環境問題は，越

境汚染のように国を超えたものや地球温暖化の

ように問題がグローバル化，長期化したものが

多く，排出者や汚染源の特定も容易ではない。

被害は地域を超え世界全体に広がっている。第

二の特徴は複雑化や複合化。環境問題が従来の

ような水質汚染，土壌汚染，騒音，振動といっ

た単純な汚染にとどまらず，時系列的に複雑

化・複合化していき，地球温暖化や気象変動を

引き起こしている。例えば，今日の干ばつや砂

漠化は複雑に進行している。また環境リスクが

徐々に高まり，大規模自然災害となって突如，

壊滅的な被害がでることもある。第三の特徴

は，第一や第二の点を背景に国際的な取り組み

や協力が広がっていることである。地球規模の

環境問題が深刻になると，COP３やパリ協定

に代表されるように，温室効果ガスの削減目標

を国際間で決め，各国で抑制していく動きが出

てきている。このような今日の環境問題を扱う

経済学の研究は広汎である。本稿では国際経済

（貿易）と環境に絞って（実証）研究の流れを

紹介したい。

２ 実証研究の諸側面

⑴ マクロレベルの研究

まず，貿易の自由化と地球レベルの環境問題

の解決は両立できるのか，という大きな問題が

出てくる。環境問題を解決するためには貿易自

由化を捨て，保護主義的に貿易を規制していく

べきではないか，という考え方もでてくるだろ

う。しかし，これは大きな間違いである。保護

主義の正当化の隠れ蓑に環境問題が使われてい

るにすぎない。実際多くの実証研究は，貿易の

自由化やグローバリゼーションの推進を支持し

ており，環境問題とは抵触しないとしている。

貿易自由化が環境（汚染排出）にもたらす影

響として，Copeland and Taylor の一連の研究

では，①産業構造の変化による効果，②規模に

よる効果，③技術による効果の３つに分けて理

論的に考えている（Copeland and Taylor, 1994;

2004）。第一の効果では，伝統的な貿易理論が

示すように貿易自由化していくと産業構造が変

化することが知られており，汚染集約的産業が

増大したり縮小したりする。産業構造の変化に

より汚染排出量も変化していく。第二の効果で

は，貿易自由化により，貿易障壁や輸送費が低

くなると市場のサイズが大きくなり，生産面で

規模の経済が働くため，さらに生産が増える

（いわゆる，自国市場拡大効果）。これにより世

界全体の生産も増大し，排出量も増える。第三

の効果によると，経済成長に伴って経済全体が

成熟していき，環境規制が強化される。これに

伴い企業の環境技術水準も高まり，排出量は減

少する。以上のような３つの効果から貿易の自

由化による環境への影響を分析できるとしてい

る。この分解に関して，その後の理論研究が分

析を深化させている。また同時に，様々な実証

研究も出てきている。本稿の主旨にそって代表

的な実証研究をいくつか紹介したい。Antweiler

et al.（2001）は，二酸化硫黄濃度を世界 43 か

国 108 の都市に関して分析した。貿易自由化に

よって二酸化硫黄がどれほど減るのかを分析し

た結果，貿易自由化により環境が改善されるこ
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とが分かった。上述の３つの効果のうち，規模

効果は二酸化炭素を増加，所得上昇による技術

効果は二酸化炭素を減少させるが，構造変化に

よる効果は規模効果や技術効果よりも小さい，

としている。Cole and Elliott（2003）も同様の

研究を行った。先進国・途上国含む 26 か国の

二酸化硫黄，窒素酸化物，二酸化炭素に関して

研究した。結果，二酸化硫黄に関しては貿易自

由化で減少するものの，二酸化炭素や NOx は

逆に増加させる可能性があることを示した。こ

のほかの重要な研究として Frankel and Rose

（2005）やManagi et al.（2009）が挙げられる。

このように，貿易自由化は環境改善的な効果を

もたらしたという結果が観測されている一方，

逆の場合も少なからず存在することが分かる。

さらに議論を進め，貿易自由化と汚染排出，

経済成長がどのような関係になっているのかを

分析することも重要である。貿易の自由化は経

済成長をもたらすことが知られているが，経済

成長（一人当たりの GDP）と一人当たり CO2

排出は逆 U 字型の関係になることが知られて

いる。Grossman and Krueger（1991）は上述

の３つの分解効果で逆 U 字型の説明をしてい

る。

経済が未熟な段階にある時，一人当たりの排

出は少ない。次第に経済が成長するにつれて

CO2 は増えていくが，高度成長の中位の段階

にあるとき，一人当たり CO2 が最大になる。

しかし，さらに経済成長していくと，今度は上

記のように環境技術進歩により CO2 を抑制で

きるようになる。結果，一人当たり CO2 は低

減していく。このことの含意は，貿易を自由化

して経済成長を促進したほうが，最終的に環境

にとってもプラスであるということである。高

度成長し，汚染が深刻な国でも，成長が持続す

れば次第に技術水準が高まり環境問題は解決さ

れていくという予想である。しかし，注意すべ

き点として，実際にはこのような簡単な関係に

はなく，積極的な環境政策をはじめ，官民あげ

ての様々な努力がなされないと汚染は低減して

いかないだろう。経済も環境問題もグローバル

化した今日ではなおさらのことであり，このよ

うな逆 U 字の議論は少々，楽観的すぎるだろ

う。

この逆 U 字は「環境クズネッツ曲線」と呼

ばれ，これまで多くの実証研究が CO2 と経済

成長の関係を推計してきた。分析内容が分かり

やすいことと根幹的で重要な問題であるという

こともあり，以前から非常に多くの研究があ

る。初期の研究では，国際間のデータを用いて

世界全体の環境クズネッツカーブを推計してい

たが（Grossman and Krueger, 1991; 1995），国

によりカーブ自体，関数形が異なるはずであ

る。こうした問題意識により，1990 年代後半

からは国ごとに推計されるようになっていった

（Vincent, 1997; List and Gallet, 1999）。研究は

尽きたかのように思われるが，最近の環境系の

海外の学術誌・ジャーナルでもしばしば同領域

の論文が発表されている。最新の研究の特徴

は，時系列分析や高度な計量手法を用いた研究

が増えてきたことである。例えば，Piaggio et al.

（2017）では，ウルグアイの長期データ（1882

年から 2010 年まで）を VECM（ベクトル誤差

修正モデル）にて推計している。

⑵ 産業レベルの実証分析

マクロレベルから細分化し，産業ごとに汚染

排出を見ていくと，汚染集約的な産業がある一

方で非集約的な産業がある。例えば鉄鋼業，製

紙業，化学，金属産業は汚染集約的な産業とし
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て知られている。表１はアメリカと日本の汚染

集約度のトップ 10 である。アメリカは汚染防

止費用を用いて集計したもので，Cole and

Elliott（2005）による。日本は企業活動基本調

査における汚染対策やリサイクルなどの環境対

策に関する質問への回答を指数化したもので，

Cole et al.（2014）によるものである。両国の

ランキングには似たような産業が並んでいて，

大まかな傾向は似ていることが分かる。

産業レベルの分析に関する重要な研究課題と

しては汚染規制回避仮説（Pollution Haven

Hypothesis）の検証がある。国により環境規制

の厳しさが異なる場合，厳しい規制を回避する

ような企業の動きが出てくる。主に２つのパ

ターンが知られている。第一のパターンは規制

による国際貿易のパターンの変化である。規制

が厳しい国では汚染集約的な産業の生産が減

り，輸入が増える。一方で汚染集約的でない産

業の生産は増え，輸出が増える。一方で規制の

緩い国では汚染集約的産業の生産が増え，輸出

が増える。第二のパターンは企業の立地への影

響である。規制の厳しい国から緩い国へ企業が

移転する，あるいは生産拠点の移転が起こる。

例えば，日本やアメリカから汚染集約的な産業

が中国やメキシコに海外直接投資するといった

現象である。

第一のパターンの実証研究としては

Ederington et al.（2005）や Cole et al.（2010）

などが挙げられる。産業レベルデータを用いて

環境規制の純輸出に与える効果を計量分析して

いる。Ederington et al.（2005）ではアメリカ

に関して仮説を支持し，Cole et al.（2010）で

は日本のケースを分析し，国内の環境規制の高

まりにより，汚染集約的な産業の輸入が増えて

いることが分かった。特に環境規制の緩いアジ

ア諸国からの汚染集約的な産業の輸入が増えて

いる。第二のパターンを検証した研究としては

Eskeland and Harrison（2003）や Cole et al.

（2006）などがあげられる。

厳密に汚染規制回避仮説を検証するならば，

国際間での環境規制の強さの程度の差を厳密に

測ることが必要となるが，世界主要各国の産業

別の環境規制を計測する方法は非常に難しく，

既存研究ではこの点が若干弱いと言えるだろ

う。また，規制の程度を説明変数として回帰し

ているが，その他さまざまな要因も影響してお
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表1 汚染集約産業ランキング

汚染集約産業，上位 10 産業

日 本 アメリカ

（注）３桁分類の 115 産業のうちの 10 産業を示している。PAOCは付加価値 1000 ドル当たりの汚染防止費用。

（出所）Cole and Elliott（2005）

ランキング 産業名 Index

1 タイヤ，チューブ 100

2 石油精製 89.6

3 化学肥料 78.4

4 非鉄金属 75.5

5 製紙、パルプ 74.2

6 石鹸、洗剤 74.1

7 化学製品 73.7

8 その他石油・石炭製品 70.8

9 プラスティック製品 70.2

10 鉄鋼 67.7

ランキング 産業名 Index

1 石油精製 12.3

2 非鉄金属一次精錬 9

3 製紙・パルプ 8.8

4 非鉄金属二次精錬 6.7

5 有機化学 6

6 セメント 5.9

7 紙製品 5.5

8 紙ボード 4.9

9 鉄鋼 4.6

10 プラスティック，ゴム 3.5



り，厳密に別の要因も考慮して推計する必要が

ある。例えば，Forslid et al.（2015）は規制の

強弱のみならず，市場規模を考慮した分析をし

ており，市場規模が企業の立地選択に影響して

いるため，汚染規制回避仮説を考えるうえで重

要な要因であるとしている。このほか汚染規制

回避仮説を検証した論文に McAusland and

Millimet（2013），Chung（2014），Rezza（2015），

Holladay（2016）などがあげられる。

前述のとおり，グローバリゼーションの進行

により，国際間分業も盛んになっている。近年

では上記２つのパターン以外に第三のパターン

として海外アウトソーシングとの関係が指摘さ

れている（「環境アウトソーシング」と呼ばれ

ている）。すなわち，環境規制の厳しい国の企

業が，一部の汚染集約的な生産工程を海外アウ

トソーシングするという仮説である。詳細は

Clark et al（2000），Levinson（2010），Cole et

al.（2014），Brunel（2016）を参照してほしい。

⑶ 企業レベルの分析

マクロレベル，産業レベルの分析に加えて，

近年は企業レベル（ミクロレベル）の研究も盛

んに行われている。ここでは本稿の主旨に基づ

き，企業レベルでどのような環境対策をとって

いるかを企業の国際化（輸出や海外直接投資）

との関連で分析した研究を議論する。重要な視

点としては，個々の企業が汚染防止投資をどの

ように行っているか，国際化（輸出や海外直接

投資）する際にどのような環境対策投資に変化

が見られるか，という点があげられる。企業の

異質性の観点（生産性が企業ごとに異なる視

点）では，単純な問題として，生産性の高い企

業ほどクリーン（汚染集約度が低い）なのか，

という点が挙げられる。さらには輸出を開始す

ることでクリーンになっていくのか，あるいは

輸出できる生産性の高い企業はもともとクリー

ンなのかといった因果関係の問題である。

最近の研究によれば，輸出する企業ほどク

リーンであり，汚染防止投資を十分行った上で

輸出を行っている可能性が高いことが明らかに

なってきている。さらに，生産性の低い企業ほ

ど汚染集約的な企業が多いが，貿易が自由化さ

れるにしたがい市場競争が激しくなるので撤退

していく。したがって貿易自由化により国全体

で汚染集約度が平均的に低下することになる。

企業の異質性が仮定された新・新貿易理論

（いわゆる「メリッツ・モデル」）によれば，企

業の生産性を基に国際化の行動（輸出）が決ま

ることが知られている（セレクションメカニズ

ム，自己選抜効果と呼ばれる）。貿易が自由化

されるにしたがって，セレクションを通じて生

産性の高い企業が輸出し，一方で生産性の低い

企業は撤退する。輸出企業は汚染防止投資を十

分行っているので，汚染は国全体として縮小し

ていくと言える（Forslid et al.（2015）による

理論を参照）。したがって，グローバル化の中

で貿易自由化が進み輸出が増えても，国全体の

環境にはマイナスにはならず，むしろプラスに

なることを示唆している。

具体的には，Batrakova and Davies（2012）

や Girma and Hanley（2015）は輸出企業ほど

クリーンであることを示した。Batrakova and

Davies（2012）は理論を構築した上でアイル

ランドの企業レベルデータを用いて分析してい

る。Girma and Hanley（2015）はイギリスの

企業データを用いて推計し，輸出企業が非輸出

企業に比べてクリーンであり，特に環境にやさ

しい技術を導入することでクリーンになってい

ることを示した。Forslid et al（2015）は企業
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の異質性を考慮した貿易理論をベースにしてス

ウェーデンの企業データを用いて汚染防止投資

費用と輸出の関係を実証研究し，同様の結果を

得ている。さらに Cui et al.（2016）はアメリ

カのデータを用いて，輸出と汚染集約度が負の

相関にあることを示している。日本に関しては

Jinji and Sakamoto（2015）や Cole et al.（2015）

が企業活動基本調査と温室効果ガス排出データ

を用いて，輸出やアウトソーシングの開始が企

業の汚染集約度に与える影響について，プロペ

ンシティ・スコア・マッチング（Propensity

Score Matching: PSM）の手法を用いて分析し

ている。

⑷ 製品レベルの分析

近年の国内の環境規制や制度のなかには，企

業や産業レベルのもののみならず，品目別に運

用されているものも多く，そうした規制も国際

貿易に大きく影響している。例えば，環境ラベ

ル，エコラベルのようなラベルの表示義務，あ

るいは製品別の環境基準の設定などの規制は，

海外（とくに途上国）からの製品輸入を実質的

に締め出す効果を持ち，海外生産者にとって不

利益になる。例えば，冷蔵庫のフロン規制やエ

コラベル表示義務といった制度は国内生産者の

価格や質に大きく影響し，低価格で低品質の中

国製品の輸入を減少させた（Okubo, 2013）。

個々の製品としては廃棄物貿易も課題である。

たとえばバーゼル条約は，Hazardous waste

（危険廃棄物）の貿易を規制している（Krueger,

2001 を参照）。にもかかわらず，アジア諸国で

はリサイクル可能な資源を中心にした廃棄物貿

易が盛んである（小島，2005）。廃棄物の品目

とは，例えば鉄くず，古紙，廃プラスティック

などである。図１は日本の廃棄物の輸出を時系

列で相手国別に示している。2000 年代に入り，

日本の廃棄物輸出は年々急激に増加しているこ

とが分かる。その輸出先の多くは中国や韓国，

さらには近隣のアジア諸国である。こうした背

景としては，日本におけるリサイクル規制，コ

スト上昇，および環境基準の遵守と情報開示に

対する社会的な関心や要求の高まり，一方で中

国など貿易相手国における急激な経済成長に伴

う資材需要の急増があげられよう。

実証研究では Baggs（2009）が Hazardous

waste（危険廃棄物）の貿易に関して 89 か国

の貿易をグラビティーモデルで推計している。

これを拡張し，Kellenberg（2012）は HS6 桁

品目のレベルで 62 種類のリサイクル可能・不

可能な廃棄物を抽出し，92 か国の貿易をグラ

ビティーモデルで推計し分析した。結果，国際

間の規制が有意に働いており，こうした危険廃

棄物が規制の厳しい国から緩い国に流れている

ことが分かった。これは「廃棄物規制回避仮説

（Waste Haven Hypothesis）」と呼ばれている。

Higashida and Managi（2014）は先進国，発展

途上国の視点から廃棄物貿易のフローを実証し

ている。日本の廃棄物貿易に関しては Okubo
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図1 日本の廃棄物輸出

（出所）Okubo et al.（2015)



et al.（2015）が分析している。日本では，近

年規制が厳しいことを背景に輸出が急増してお

り，上述のように輸出先は圧倒的に中国が多

い。規制が緩いことと，経済成長を背景にした

資源需要の急増で，中国への輸出が多く，一人

当たり GDP の格差や距離が大きく影響してい

ることが分かった。

⑸ 環境スピルオーバー

国際貿易と環境の実証研究では，貿易や直接

投資のみならず，空間的な側面も重視され始め

ている。例えば「環境スピルオーバー」であ

る。Albornoz et al.（2009; 2014）によれば，先

進国から発展途上国への海外直接投資は前方連

関効果と後方連関効果を通じ，現地への環境関

連技術の伝播や波及に貢献する，としている。

また，先進国国内においては企業立地や産業集

積において近隣企業の環境対策が空間的に相関

しているか否かという点も研究課題となってい

る。例えば，Cole et al.（2013）では，日本の

企業を空間的な側面から分析しており，企業の

環境行動や汚染集約度が空間的に正の相関があ

ることを明らかにした。つまり，地域内での企

業の環境対策は空間的に相関していており，地

域内では環境対策水準が比較的均一になる傾向

が観察されている。このことは，自治体レベル

における柔軟かつ，きめ細かい環境規制がいか

に功を奏するかということを示している。

３ 日本におけるさらなる研究の

推進：重要性と限界

日本は戦後，環境汚染問題で苦しんだ結果，

環境政策分野での実績が多数ある。一方，中国

をはじめとしたアジア諸国では今，急速な経済

成長の裏で汚染問題や環境問題に苦しんでい

る。日本が採用してきた多様な環境政策をしっ

かりとデータ分析，計量分析し，政策評価を綿

密にできれば，アジア諸国に環境政策を「輸

出」することもできるだろう。このような意味

で，日本における環境と貿易に関する実証研究

の余地は大きく，社会的な要請も大きい。した

がって，日本の研究者が当該分野の研究を一層

進め，日本の環境政策をアジアに「輸出」する

ことで，アジア全体での環境政策や汚染対策を

大きく前進させることができるだろう。

こうしたなか，上記のように貿易と環境に関

する実証研究は多数でてきており，目覚ましい

進歩をとげている。近年の実証分析はマクロレ

ベルの世界全体の研究から，産業・地域レベル

の研究，そしてミクロ（企業や製品）レベルで

の研究へと移ってきている。しかし，当該分野

の研究ではいくつかの問題もあることを留意し

たい。

第一に環境規制の測定である。研究対象が企

業や工場などミクロベースになるにつれて，環

境規制の強さの正確な計測が必要となる。しか

し，実際には正確な計測は困難である。この問

題に関しては Brunel and Levinson（2006）が

議論している。第二に，環境をコスト換算して

実証研究に用いることの難しさである。環境関

連のコストとは個々の企業の汚染対策投資の費

用（汚染防止投資）なのか，毎年かかる汚染防

止費用なのか，環境被害が起こった場合に回復

するための費用なのか，社会全体の費用を考慮

して計測するのか，さらには被害が出た際の人

権を回復するための費用を含めるのか，といっ

た点がある（いわゆる社会的費用論の問題であ

る。宇沢（1974）や宮本（1989）など参照）。

厳密に計測するのは非常に難しく，研究結果を
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政策に応用する際は慎重に考えていく必要があ

る。第三に，多くの分析で要となる汚染集約度

の捉え方。個々の企業レベルで分析する場合，

最終物ベース（１単位当たり生産・売上の

CO2）なのか，投入物ベース（１単位当たり生

産にかかる化石燃料や光熱費）を使うのか，先

行研究では手法がわかれる。

第四に，環境技術の水準を計測することの難

しさである。どちらの企業がクリーン技術を

持っているかを厳密に計測するのは難しい。多

くの実証研究ではこうした問題を回避し，様々

な工夫をしているが（馬奈木，2013），今後こ

うした根本的な問題を解決していく余地があ

る。

４ 研究や学習のために。

データと教科書

近年，国際経済（主に国際貿易）に関する教

科書が多く出版されている。最新の教科書の多

くには「環境と貿易」に関する章が設けられて

いる（例えば，石川他（2013）の第 12 章，阿

部・遠藤（2012）の第 10 章）。多くは環境政策

がどのように貿易に影響しているか，環境と貿

易を両立できるか，WTO体制と環境政策の整

合性といったトピックである。本稿で紹介した

実証やデータ分析というよりも，根本的な概

念，および理論的あるいは制度的な記述が多

い。

本連載に即した内容としては，環境経済学の

教科書では，諸富他（2008，第 12 章）が有用

である。環境と貿易，汚染回避仮説とその実証

研究に関して丁寧に説明されている。また，当

分野のサーベイ論文としては Cherniwchan et

al.（2016）や Cole et al.（2017）がある。日本

の環境政策の全般に関しては Imura and

Schreurs（2005），日本の排出規制や環境補助

金，汚染防止投資融資など特定の政策に関して

は李（2004）や Elliott and Okubo（2016），伊

藤（2016）が詳しい。

日本の環境に関するデータは多く存在する

が，本稿の主旨に沿ったものとしては，マクロ

レベルの諸外国の温室効果ガス排出量が入手で

きる。日本の場合，地域レベルのデータも入手

できる。企業のエネルギー消費に関しては経済

産業省による「特定業種石油等消費統計調査」

がある。個々の企業の汚染対策投資の動向に関

しては環境省による「環境投資等実態調査」が

有用である。企業レベルのミクロデータとして

環境省による「日本の温室効果ガス排出量の算

出結果」があり，個々の企業の CO2 排出デー

タをウェブにて公開している。この他，環境対

策がメインのデータではないが，経済産業省に

よる「企業活動基本調査」や「海外事業活動基

本調査」では個々の企業における環境問題への

対策を聞いている年があるが，包括的な事項は

聞いていない。

５ むすび

貿易と環境の実証研究は，研究課題が多岐に

わたっており，本稿で紹介したものは全体のご

く一部分にすぎない。本稿で扱えなかった制度

面での研究も多くある。例えば，環境税，国境

措置，排出権取引，環境ラベルとWTO，など

である。貿易と環境に関する理論研究に比べる

と，実証研究はまだまだ研究の余地が大きくあ

る分野である。国際貿易の標準的な実証研究に

環境問題を入れて分析するのもいいし，環境経

済での実証研究に国際貿易的な面を入れて拡張
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してもよいだろう。一方で，社会的な要請も非

常に大きく，少しでも社会の諸問題を解明し役

立つ知見を早急に示す使命が課されている。研

究のための研究というよりも，まさに迅速かつ

「一隅を照らす」研究が必要である。当分野の

テーマは非常に多く，まさに「百花繚乱」であ

る。しかし，一方で，環境行動を直接的に計測

し，計量分析することが非常に難しいのも現実

である。「百花繚乱」であるが，少々「高嶺の

花」である。しかし，研究のフロンティアを一

歩でも先に進めるべく，果敢に研究する価値は

十分あると思われる。
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